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経済論叢(京都大学)第152巻第 1・2号. 1993年 7・E月

新技術の影響評価の枠組みについて

一一一コンゼュータ化は組織を変えるか一一

田 尾 雅 夫

I 新技術の導入とシステム適合

コンピュータ化によって，在来の組織が大きな影響を受けることになるので

はなL、かと指摘されている。その導入によって，組織内外の情報の流れが一変

することもある。個々の仕事の内容や方法を変えるだけでなく，管理組織のシ

ステムを根底から変更することもあると予想されている。たとえば， SIS 

(strategic information systems) を本格的に導入すれば，すでに，多くの類書

で指摘されているように，連絡調整の方法や仕事の手順手続きを大きく変える

ことになろう。情報の流れが変わると権限の布置を変え，その組織の構造や制

度は根本から変更を余儀なくされることであろう。その意味において，コン

ピュータとL寸新技術の採用は，受身ではなく，主体的に戦略的に捉えるべき

である。しかし，コンピュータを導入することで，組織の経営管理において何

がどのように変化したかを，ケーススタディ的に捉える研究はあっても，一般

化を念頭においた報告はまだ少なく，理論的な解明もすすんでいるとはL市、難

い。変化が急速であるだけに，その影響を展望する総合的な視点の確立は焦眉

の急であろう。

その組織がどのような技術を採用するかによって，その組織の枠組みが決め

られる，あるいは選択の幅が制約されることになるという.いわゆる技術決定

論 (determinismof technology) の立場がある。この立場から，たとえば.大

量生産のパッチシステムを採用すると，必然的に権限の集中化や手順手続きの

標準化を促すことになる。当然官僚制システムを強化することになり.そのこ
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とが組織の効率や生産性を変化させることになると仮定される。

決定論を主張しないまでも，技術の，管理システムに与える影響は相応に大

きく看過できるものではなし、。いわゆる社会ー技術システム論によれば，社会

と技術はそれぞれ独自のシステムを構成しているが，モノをつくりサービスを

っくり出すに際しては，互いに重なり合い依存し合う関係が成り立つことにな

る。工場だけではモノがつ〈れず，機械や器具を働かせる人がL、なければなら

ない。その人の集合は独自の社会を成すが，機械や器具あるいは，それらのマ

ニュアルも含めた技術システムを有効に活用することでモノやサービスができ

あがる。互いが適合的な関係に至らないと，その働きは効率的ではない。人間，

つまり，社会のシステムと技術のシステムが相互に好ましい関係を選択し合い，

最適な関係に向かう傾向にあると考えることができる。

コンピューダの導入は，典型的な技術革新である。よりよい製品やサーピス

のために (productinnovation)，さらに，作業の円滑化や迅速化のために

(process innovation)導入が急がれる技術であり，それによって，従来の技術

システムは根底から変更されることもある。一般に，技術革新とは，暖昧さや

不確実さの低減，制御可能性の増大，そして，何よりも生産性や組織効率の向

上を目的としてすすめられる。コンピュータを利用することとは，作業をより

スピードアップしたり，より簡便な方法で行えるように，さらには，それに

よって，成果の量，そして，質を飛躍的に向上させるための合理化の方便であ

る。しかし，それが直続的に進行することは稀である。 L、かなる状況において

も向上は保障されるということではなl'0 社会一技術システムに準拠するとす

れば，どのような条件において向上が期待されるのか。新しい技術が適合する

状況がなければならない。なければ，それを整備し定着するように経営管理上

の努力を続けなければならない。それがないと，新技術は所期の目的を達成で

きないことになろう。

状況に適合しない新技術は所期の成果を得ることができない。たとえば，

チャンドラとホルツナ (Chandler& Holzner， 1985) によれば，会計管理にコ

E 
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ンピュータを導入するのに際して，インフラの整備に立ち後れた発展途上国の

場合，緩慢な導入もやむを得ない。さらに，パーンズ (Burns，1988) によれ

ば，数値制御の工作機 (CNC)を導入するに際して，それを従来の他の生産

工程と調整する必要があり，その擦りあわせができなければ，その後の適合に

支障を来すこともあるとしている。ブラウンパ グとグラーウイン(Blun

berg & Glerwin， 1984) も，コンピュータ技術と既存の社会 技術システムの

聞のミスマッチは，技術の洗練度を落としてンステムに合わせるか，あるいは，

システムを技術に合わせるかで解消することになるかの二者択一であるとして

いる。コンピュータ技術と既存の社会 技術システムを適合させるためには，

ソフィスケートの度合の低いコンピュータ技術を導入するか，あるいは，社会

一技術システムを変更するかということである。最適関係を創出しなければな

らなL、。しかし，合理的な判断にもとずいて導入決定をすることも一般的とは

いえなレc 実際には君、場しのぎのコンピュータ化も少なくない。プラソカと

ブラウン (Blacker& Brown， 1985) も，コンピュータの導入には技術的の他

に，心理的社会的要因に注目しながらのプランニングが重要であるとし，それ

らに由来する抵抗を少なくすることによって，受け入れ可能な状況の創出が肝

要であると指摘している。つまり.最適関係が必ず可能ということではなし、

その一つの原因として，新しいシステムの導入に際して，均等に利得を受け

取ることはあり得ないと指摘されている。利害の異なる集団が並立するなかで，

互いに折旬合い利得を擦りあわせながらの技術革新の定着には必ず幸子余曲折が

伴うものである。粘り強く折わ台わせる方策が経営管理には必要とされる。導

入による混乱は避けることはできない。それを収拾しながら，管理システムの

なかに組み込むという適合状況の整備が不断に欠かせないということであろ号。

それがなければ，導入断念に至ることも，たとえ導入しでも生産性や効率を落

とすことにもなるむ

新しい技術の定着のために，デブラパンダとシアズ (DeBrabander& 

Thiers， 1984) によれば，ユーザーの参加は不可欠である。彼らの参加によっ
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て， t底抗要因を少なくすることができる。ユーザーとコンピューテ技術者の関

係に言及して，彼らの間にあるセマンティック・ギャップを解消しないと，導

入が効果的にすすまないし，その後の運用にも支障を来すことになる。エー

ザーとスペシャリストの聞に認識にギャップがあり， しかも，相互のパワー関

係に差があると，その後の成果によくない影響を及ぼすことになる。スムース

に利用者が増えるということは，それが適合技術であることを示している。さ

らにいえば，適合技術であるためには，教育システムの整備は不可欠である。

それを使いこなす人員の確保は，いうまでもなく適応の条件もよくする。能力

的に対応できない人が多いということでは，新技術導入の採用は何らの効用を

もたらすこLとはない。適合技術であるために L ンジニアの確保は最重要の課

題である。スチーブら (Steveet al.， 1987) は，最新の知識や技術を備えたエ

ンジニアを確保できるような組織風土が導入の鍵であるとしている。

このように導入から定着にいたる経過の分析には多面的な視点を欠くことが

できない。

E 影響評価の視点、

以上のように，その導入過程，あるいは，定着し相応の成果を得るに至る過

程では，複合的な要因問の擦り合わせ関係を想定しなければならない。そのた

めには，コンピュータ化の影響を評価するに際して，何を議論するのか，注意

深〈論点を設定しなければならない。組織の制度や構造の変化が導入によって

生じたのか，他の要因と因果関係を混同してはいないか，本当に影響を受けた

のか，単なる混乱ではないか，それらの点を詳しく検討する必要があろう O 導

入における影響と，それが定着してシステム適合に至る影響過程とは異なるも

のであるかもしれない。

スティムンら (Stymneet al.， 1986) は スエーデンの保険会社の事例を検

討しながら，コンピュータ化の影響を考察しているが，導入とこれの有効活用

の聞には時間的なズレが必ずあり，このことがその影響を間接なものにしてい
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ると指摘している。どの変化が，導入の影響によるものか，その仲介効果も含

めて，注意深い検討が必要とされる。

パーンズは，縦断的研究によって， CNC導入のどのような時点における影

響評価であるかによって要因が異なると指摘している。逆にいえば，どのよう

な時点であるかによって，導入に反対する要因も異なるということである。導

入決定時においては，既存のシステムにいかに適合させるかが重視されるが，

やがて，人事管理など組織の制度一般との調整が不可欠になる。労使関係にも

相応に配慮しなければならない。評価の時点が異なれば，影響を捉える枠組み

が相違する。直後の影響は混乱だけであるかもしれなL、。それをどのように収

拾するかという適合化に向けての経営管理の力量が間われるのである。

変化をみる視点として，オストパーグとチャップマン (Ostberg& Chap-

man， 1988) は，

1) 導入にともなう直接の影響，

2) 年くらい後の心理・社会的な環境の変化，

3) 5年後くらい後に生じる広い社会的な変化

の3局面説を唱えた。どのような時点で変化を捉えるかによっ C，コンビュー

タ導入による影響は，異なった捉え方がされるということである。繰り返すが，

導入直後は，不慣れなこともあり混乱が生じる。直接の関係者にとっても十分

に使いこなすことができないし，その効用よりも使い勝手のよくないところば

かりが目立つことになる。それが徐々に使い慣れ，その利点を生かせるように

なる。何よりもそれを受け入れるメンバーの姿勢の変化が重大な要因となる。

それがやがて，それを利用することが日常の行動様式の一部として定着すると，

ルーティンとして使い勝手もよくなる。目立つことはないが，広範に変化を及

ぼすことになる。

加えて，新しい技術が定着し安定する以前にさらにまた新しい技術の導入を

重ねるということが現在の多くの事例でみられ，パージョンアップを繰り返す

ζ とて変化に変化を重ね，ある技術の導入による影響と効果を純粋に取り出す
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ことは不可能に近いということもある。変化が変化を追いかけるほど，つまり，

急、速な技術草新では，混乱だけが表面化することも少なくはない。当初の導入

意図が歪められたり，予期せざる結果を生むということもあろう。

ナイツとムライ (Knights& Murray， 1992) は，ある生命保険会社に年金運

用のために，情報技術によって効率化を企画した事例を考察している。まずゼ

ネラルマネジャーを配置して，新しいセクションの統括にあたらせた。情報技

術を効果的にすすめるために新機軸を打ちだしたが，ぞれは新しい混乱を産み

だし，緊張をもたらすことになった。管理者は，その混乱に当たるために，ポ

リテイカルな行動を採用せざるを得なくなった。新技術が右往左往しながら組

織に定着する。しかも，それは当初計画されたようではなく，意図せざる新し

い過程と成果を生起することを示唆している。

コンビュータ化の影響と成果をみるための基本的な視点とは，それの導入が

とにかく必要とされた事情との関係をどのように評価するかである。改善，あ

るいは合理化のために導入されたのであれば，その点に絞って，その効果を評

価する視点を堅持しなければならない。導入とは，経営における意思決定であ

る。導入そのことよりも，その判断の仕方によって影響の度令が異なると考え

られる。したがって，どのような時期に， どのようなc1ンピュータ化をすすめ

たかが，その技術と組織の構造や制度との適合性の度合を決めることになる。

混乱などによる一時的な撹乱要因を排除して，中長期的危視点が要請されると

いう ζ とであろう。

システム適合とは最適化であり，最適化は意思決定の問題とされる。つまり，

組織に与件として与えられた要因のなかから何を選び重視するかによって，組

織の向かうところが決められ，そのことで，どのような最適化が望ましいとさ

れるのかが明らかになるからである。コンピュータの導入は，ぞれのための一

つの要因であるに過ぎない。導入したことよりも.どのようなタイミングでど

のように導入じたかという管理技法のなかに位置づけられ評価されるべきであ

る。組織過程に，どのようにコンピュータが織り込まれていったかを，経営管
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理の視点から議論されるべきであろう。その意味では，コンピュータ化は大き

なトリガー要因ではあるが，それだけですべてを一変させるほどの過大な評価

は慎むべきであろう。

田 技術決定論における一つの見方

実際，立派なハードを揃えたものの，使いこなされず，酷い場合は，持て余

し気味などはしばしば見開することである。コンピュータ化は直接的に構造変

化を起こさないとする考えも捨てきれなL、。

現実に，コンビュータの導入によって，厳格な，つまり，ハードラインの技

術決定論の立場に立たない限り，ただちにラデイカルに組織が変化するとは考

えられてはいなレ。影響を受けやすいところ，間接的であるところ，あるいは，

影響を受けないところ，受けても変化しないところなどさまざまである。

グテクら (Guteket al.， 1984) は，コンピュータの導入はそのもの自体とし

ては直接的に組織の制度や構造に顕著な変化を来すようなことはない。しかし，

導入によって，組織は新しい可能性を入手することになる。管理者も一般のメ

ンパーも導入に肯定的な態度を示すようであれば，それに伴い，新しく組織革

新を展開できるようになる。支持を得るか否かが重要であり，導入したという

事実の重大さは，その背後に後退することになる。内外からの支持を得ない，

スラックが減少するだけというのでは，導入の影響とは単なる混乱を残すだけ

のことである。このことは，彼らのいうソフトラインの技術決定論の立場を支

持することになる。つまり，コンピュータ化はそのまま組織の制度や構造に直

ちに影響を及ぼすのではなく，それにどのように適応すればよいかは組織の選

択によるととろが大きい。とくに，コンピュータの導入は， タイミングのよい

決定であれば，それによってスラックを広げることにもなり，選択肢を多くす

ることにもなる。

奥林 (1990) によれば，企業組織のシステムがコンピュータ化によって，必

ずこのように変わるというようなことはない。むしろ，組織選択 (organiza-
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tional choice)の余地が大き〈なるとしている。島田 (1990) も，その影響は

間接的として， ["情報システム自身では，組織を変えることはできず，企業の

主体的な組織変革の意図のもとに情報技術を手段として使う」のであるとして

いる。導入による影響は広範に (widespread)及ぶが，それが深〈浸透して

(pervasive) 変化に至らしめるとはいえないと指摘している。導入そのことよ

りも，どのように導入するかがその後の影響過程において重要であるといえる

のである。

戦略的選択という導入も考えるべきであろう。ガティカ (Gattiker，1988) 

は，技術，とくに，コンピュータの導入に際して，戦略的決定，つまり，組織

が自発的に新しい技術を選定することができ，それにあわせて，組織の構造や

制度を主体的に決定できるか，または，環境決定論の立場，つまり，組織は外

部的な影響を受身で受け入れざるを得ないとの二つの導入の方式は，一次元の

両端ではなく，別個の軸で表されるものと考えた。新しい技術には，決定論的

にも，主体的自発的にも対応することになる。一方が必ず欠けるということは

なし、からである。ガテイカの論点は，内部労働市場が安定するほど，軸の一方，

決定論の重みが増して戦略決定の余地が乏しくなる点にある。というのは，労

働市場を安定させようとすると，昇進や昇格の基準を明示したり，賃金や給与

の配分手続きを明確に定めたりする。それによって，労使が互いに気まぐれ行

動を防止しあうのである。労働者が勝手に仕事をやめたり出て行かないように

している。しかし，これは，組織が制度化をすすめて官僚制システムを強化す

る過程である。内部市場が安定するということは選択肢が少なくなることであ

る。もし技術変化があった場合，ルールが確立されていると， リスクテイクや

草新の可能性を窒息させることになりかねない。この内部市場の安定は，個々

の労働者個人の新技術に対する態度，つまり，受容か拒否か(自己知覚的傾性，

self-perceived disposition) と，その強さによって決められる。ということは，

もし，その市場が安定していて，なお消極的に受けとめられたならば，新しい

技術は強い拒否に出会い，受容きれなし、。内部労働市場が確立されるほど，決
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定論的に傾き，戦略的な受容は困難になるというのがガッティカの強調すると

ころである。

また，クームズら (Coombset al.， 1992) は，コンピュータ化に伴う情報技

術の組織に与える影響について論点の整理を試みている。それによれば，技術

の影響について大きく分けて 2つの立場がある。一つは，客体王義の立場

(objectivist) ，あるいは決定論の立場 (determinist) であり，他の一つは，主

体主義の立場 (subjectivist)，あるいは自発論の立場 (voluntarist) である。

前者は，古典的な，いわばハードラインの技術決定論に組する立場といってよ

いであろう。技術革新が起こり，組織がそれを採用すれば，余儀なく，その管

理制度は変更されざるを得ないと考える。技術が組織に構造を選択させるとい

うことで，組織の裁量の余地は限られるとする。それに対して，後者は，採用

されても，管理制度の変更は経営戦略の一環として決めることで，新技術が採

用されても，裁量の余地はまだ多く残されていると考えるソフトラインの立場

である。技術の制約にも関わらず，組織は，主体的に，自発的に，即戦略的に

構造を選択できるのである。しかし，クームズらは，これらの二分法に同意し

ないで，第三の立場を模索している。というのは，新技術の核心は情報を創出

し，それを伝達することでみるが，二つの立場ともに，情報を物理的なモノと

して捉えていると批判している。情報とは，独自の影響力を保持しながらも，

文化や社会によって，その意味が相違したり変容する。経済的社会的な条件に

よって，その意味が再構成されて，コミ 1 ニケーションの流れに乗ョたり乗ら

なかったりする。特定の社会や文化の枠組みのなかでは，戦略的な裁量も制約

されざるを得ないというのである。

N コンビュータイヒと官僚!制システム

合理的な管理技術としての官僚制システムは，この社会で，純粋な形態では

ありえない。しかし，ほとんどすべての組織について，このシステムは，有効

な管理システムとして定着している O そのシステムの変更を企てる脱官僚制化
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の試みや，組織の動態化などの管理技法はさまざまに議論されながらも，部分

的に欠陥を修正するのみで，完全に代替できる方法はまだない。というよりも，

完全に代替できる管理技術は理論的にはあり得ない。基本のところでは，命令

の一元化といい，非人格的な業績主義といい，合理的な経営のために，組織は

それらの管理技術に依存せざるを得ないのである。さまざまの管理システムは，

結局，この官僚制モデルの亜型であり，状況に応じた変形でしかない。

この官僚制システムとコンピュータ化が，どのような関係にあるか，あるい

は，今後どのような関係に至るのかについて，詳細に検討を加えることは重要

な問題提起になるであろう。なぜならば，これら二っとも経営合理化の方便と

して，いわば極めつけとされている。それが重なり合うというのは一体どうい

うことか。支障がなければ，組織は従来にもまして，合理的に経営管理される

ことになる。しかし，必ずしもそのようではない。

たとえば，官僚制化には，レァドテープで知られるように，さらなる合理化

は，反転して，予期せざる非効率を生じるというパラドックスが秘められてい

る。そのシステムを合理的に，有効活用すればするほど，規則を厳密に適用し

たり，行動の制約が多くなるなどの硬直化が進行するとの不可避の内在論理を

否定できない。さらにいえば，官僚制が人聞の論理とどのように折り合えるか

も，コンピュータによる合理化との関係で看過できなし、。いわゆる労働生活の

質とも絡んで，深刻な問題を内包している。もしかすると，合理化が無駄一つ

なく展開されて，人はただマニュアルに書いてあるようにボタンを押すだけで

よくなるのか，あるいは，ボタンさえ押さなくて済むようになるのか，そうす

れば，生きがし、や働きがL、はどうなるのであろうか。合理化が極限まですすむ

と，官僚制が極端にまで発達して息苦しい職場になるのではないだろうか。現

に. J .オーウJ.}レが 11984年」で. S F小説仕立てで描L、たのは，まさしく

この重なりあいの極致であり，人間性がその狭間で圧殺されてしまった世界で

ある。コンビュータ化によって，官僚制システムがどのように変容したかにツ

いて，これまでの経過を整理し，今後に残された問題状況を正確に認識する必
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要があろう。

V 権限の分散化(意思決定過程の変更)

権限の集中と分散に関する議論は，官僚制システムの情報の流れに関する中

心的な課題である。意思決定における主体が組織のどこにあるか，どこにおく

べきであるかは構造や制度を規定する最重要の要因である。

意思決定の方式には大きく分けて， トソプダウンとボトムアップがある。三

つに分けられるというのではなく，これらを両端に配置して，さまざまな混合

形態がつくられることになる。前者は， トップが企画して，指示を下し，ボト

ムがそれを受けて笑行するとL寸方式である。後者は，ボトムが考えたものを

トップに伝えるとL、う方式である。どちらも一長一短というべきであるから，

組織はそれぞれ，これらの方式を組織風土や歴史的な経緯に合わせて，適合的

な，あるいは現実的に可能な意思決定の方法を工夫することになる。これらの

方式は，いうまでもないが，情報の流れの態様に対応している。情報が集中す

るほど. トップダウンの方式が都合がよくなり.分散化するほど，意思決定に

参画するメンバーも多〈なるので，ボトムアップが相応の方式ということにな

る。ただし，集中化といっても，情報が集中するところは，必ずしも経営幹部

ではなしゼネラ Jレスタッフや特定の音「当局などのこともあるし，分散化といっ

ても，全員が参加することはなく，特定のメンパーに限定されるのは通常のこ

とである。

これらの，集中←分散に関する歴史的な経緯をみると，コンビュータの導入

初期に構想されたデザインは 大型・高価を前提としたセンタ一方式であった

ため， トップダウンの意思決定を対応させた。というのは，コンピュータに誰

でもが近接できるということはなく，車門的に扱えるプロフェッショナルがい

て，その特殊技能のため，彼らの立場は特異とみなされた。彼らはゼネラル・

スタッフ的な立場に位置づけられ， トップの意思に直結するものとされた。さ

らに， トップその人が，それを利用できるか，すべきであるとの考えも示され
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た。たとえば， MIS (management information systems) のように，経営者が

いかに情報を利用するか，できるかを考えたモデルも提案された。

しかし，その後の状況変化は，集中化を否定しているようにみえる。現時点

では，コンピュータによって，概して意思決定が集中するよりも分散に向かう

ことが指摘されている。近年急速に小型化と安価化が図られ，それが相乗的に

働きあって，誰もが手近にコンピュータをおくことができ，情報処理が広範に

しかも予軽に行われるようになった。ダウンサイジングなどは一層その傾向に

拍車をかけているようにみ、える O データベ スさえも，手近で管理することが

できるようになった。その結果，以前よりもより多くの人がより上質の情報に

近接できるようになった。ネットワークの発達で，情報の独占も難しいこと，

というよりも，独占するメリットが疑われでもいる。コンピュータ化によって

ヨコのネットワークが形成され，情報が中心から周辺に広がり，決定が分散す

るようになると考えられている。情報が誰にも共有されることで平準化された

方が組織の効率に貢献する.いわば可視性が高くなると議論されつつある。

ネソトワーク組織の理論構成も，その影響を多大に受けている。

この流れは，グリセマ (Griesemer，1984) に従えば， r高いコンピュータ

安い労働力」から「安いコンピュータ，高い労働力」への，いわばコンピュー

タ経済学の考え方の変化である。つまり，伝統的に，というよりも，それが新

しい技術として嚇された頃，以下のような考えが根底にあった。

1) 最大効率化のためにデータ処理を中心化する

2) コンピュータは組織の重要な経営資源、であるから，重要事項にのみ利用

する

の その重要事項は，経営者や管理者，委員会が決定する

4) ソフトウエアは，必要に応じて組織が内部で開発する

5) データ処理担当者は，利用者にアウトプットを提供する

これらの前提は，前述のように，いまや逆転している。コンピュータ，とく

にマイクロコンピュータは既に個人の道具として機能し，それぞれの個人の資
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i原になっている。一人ひとりがコンピュータをもつことになるので，関係する

人たちが多くなる。ハードウエアの選択にユーザも加わり，さらに，ソフトウ

エアも外部で開発された汎用プログラムを利用する頻度が高くなっている。

データ処理部局は，アウトプソトの提供者というよめも，個人がコンぜコータ

を利用することをサポートするアド、パイサ的な役割を担うことになる。

vl 作業の標準化

標準化とは，官僚制システムの理論に準拠していえば，それぞれの個人が判

断すべきこと，行動のための手順手続きが，あらかじめ公式に定められている

ことである。判断や決定，それらに準拠しての行動が個人的な感情や私的な思

惑に影響きれないことである D しかし，コンピュータの導入が，それを促進す

るかどうかについては明らかにされているとは¥，、えない。大量のデータ処理技

術によって情報の保存や更新については驚異的な効用を発揮するが，導入その

ことが標準化を一義的に促進するかどうかについては，ヂータ的にまだ十分明

らかとはいえなレ。

一つには，コンビュータ化によって作業の手順手続きの細部まで細かく決め

ることができると指摘されている。これは，新しいテーラーイズムの可能性を

示唆している。マニュアルを定め，すべきこと，すべきではないことを決め，

できたこと，できなかったことを正確に記録したり報告させることはコン

ピュータの導入によって一層可能になったことである。たとえば，渡辺

(Watanabe， 1989) は.わが国の銀行におけるコンピュータ導入の過程を追跡

して，プレーパマン (Braverman，1974) の論説，つまり，新技術は技能の単

純化を来しプロレタリアート化を促すと」、う悲観的図式が当てはまるとしてい

る。入力者は単純作業に特化され，階層分化によって不利益を被る ζ ともある

ζ とと考えあわせれば，あり得る乙とであろう。

しかし，これまでの結果は概して，作業の単純化，みるいは，それと絡まさ

るを得ない組織構造の標準化は状況適合，つまり，どのような作業をする組織



14 (14) 第 152巻第 1・2号

であるか，どのような組織であるかによって異なるようである。前述のステイ

ムらによれば，導入によって，大筋では標準化がすすむけれども，ぞれは大き

な変化ではなく，決定的に組織の構造や制度を変えるとはいえない。まず個々

の作業の特性やそれがどのように機能しているかなどの相違に注目すべきであ

ろう。

リフ (Liff，1989) によれば，情報技術の導入による女性， とくに秘書がど

のように影響を受けるかについて，彼t:.らはタイプライターの作業からワープ

ロや CADに変わると，自らの仕事をスキルなこととみなすようになったのは，

以前の単純な作業がむしろ複雑になったと捉えるようになったことを示唆して

いる。 7 クローリン (McLoughlin，1989) は， CADを導入した 4つの会社に

ついて，技能が単純に向かうこともあれば，オベレータがこれまで以上に専門

性を必要とされるようになったこともあるように，テーラーイズムの可能性を

一般的には議論できないとしている。ウオールら (Wallet aL， 1987) は，新

旧工場を比較して，新しい技術を導入した後の作業は必ずしも単調にはならな

かったし，むしろ注意を要する機会は増えることになり，認知操作をより多〈

必要とするようになったと報告している。吉川ら (Kikkawaet aL， 1993) の

研究ふ技能のスクラップアンドピルトが促進され，新しい知識や技術が必要

になったなどの変化を明らかにしている。また，コンビュータ化によって，新

しく価値を付加できたり，効率的に仕事できるなどして余裕が生じ，いわゆる

スラックを確保できるなどの利点も考えられる。さらにいえば，標準化をすす

めることは，それを活用すれば，ルーテイン業務を機械に委せてしまえば，倒

人や集団が裁量できる時間も労力も大きくなり，ゆとりが多くなる。コン

ピュータの導入は，このゆとりの幅を大きくすることに貢献している。とすれ

ば，それが，ただちに基準の強化やマニュアル化に連結して，作業の細部に至

るまでの標準化を促すと断定できない。

ただし，クラーメルとダンジガ (Kraemer& Danziger， 1984) によれば，自

治体について研究して，そのなかで，その人がどのような立場にあるかによっ
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て，標準化に関して受ける影響は異なるようである。従来から他者に対して自

律的な立場にある人ほど影響を大きく受け一層自律的になるが，データを処理

する人は以前より一層時間圧力が大きくなった。つまり，ゆとりが少な〈なっ

たとしている。標準化されたりされなかったりで，むしろ従来の傾向を一層強

化促進することになったのである。さらに，導入によって，ホワイトカラーと

ブルカラーとの聞の境目がなくなる p 彼らの仕事は情報に関わると L、う意味に

おいて相違するところが少なくなる。汗にまみれた人がワイシャツを着て端末

操作に向い，書類の整理に追われていた人がワープロに向かうというのでは，

作業の性質に本質的な差異はない。レわゆるスヲールカラーとはそのような人

たちの乙とである。その変化に伴って，従来のホワイトカラーでは標準化され

る度合が多くなり，ブルーカラーでは逆に.その度合が少なくなることもあり

得る。

加えて，どのような組織における標準化であるかによって，その程度は大き

く相違する。前述のスティーブらによると，革新的な，つまり，変化を受け入

れることに許容的な風土では，コンピュータ化による標準化は進行しないとし

ている。変化適応の雰囲気のなかでは，マニュアルなとを絶えず更新する必要

があり，原則への固執はなL、。つまり，コンピュータをすすんで受け入れる組

織では，むしろ手順や手続きについて柔軟な考えを支持するような雰囲気があ

るという ζ とのようであるむ

このように，標準化や単純化に関して，一貫した傾向を指摘できるには至っ

ていない。

vn 今後の課題

要するに，コンピュータの導入を経て，組織の管理システムがどのように変

化するか，権限が集中に向かうか，分散化するか，また，管理手法が標準化さ

れるか否か，これらの変容過程にどのような要因が介在して，ぞれを促したり

抑制することになるのか。その因果連関を経験的に明らかにすることが，コン
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ピュータ導入による影響のアセスメント，さらには，その後の戦略展開に有効

性を発揮することになろう。しかし，現段階では，実務的な適用事例の報告は

多いが，それを理論的な枠組みに位置づけ，因果連関の図式を明らかにする作

業は非常に遅れているといわざるを得なL、。新技術の影響については，導入以

降の推移を追うだけが精一杯のようで，表層の変化はともかく，個々の事象の

奥行きや背景については，まだ知られていないととが多すぎるというべきであ

ろう。
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